
（様式21号）・・・本社代表者から支店･営業所等の長に委任する場合に使用

　　　　　

１．委任期間

２．委任事項　　　

①　入札及び見積に関すること。

②　契約の締結に関すること。

③　契約代金の請求に関すること。

④　契約代金の受領に関すること。

⑤　復代理人の選任に関すること。

⑥　その他上記で委任した事項に付帯する一切の事項に関すること。

①　契約の締結に関すること。

②　契約代金の請求に関すること。

③　契約代金の受領に関すること。

令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで（１年間）

〒

※　契約の締結、契約代金の請求、受領等が上記受任者と異なる場合に記入してください。

該当する項目にチェックを入れてください。

役 職 名 ・ 氏 名
電 話 番 号
Ｆ Ａ Ｘ 番 号

（ フ リ ガ ナ ）

所 在 地
（ フ リ ガ ナ ）

（ フ リ ガ ナ ）

（ フ リ ガ ナ ）

〒

ただし、委任者が契約の締結、契約代金の請求、受領等をする場合は、記入不要です。

商 号 ま た は 名 称

受　任　者

代 表 者 職 氏 名

私は、下記の者を代理人と定め、次の権限を委任します。

委　　任　　状

委  任  者 本 社 所 在 地

商号または名称

十和田市長　　様

〒

令和　　　年　　　月　　　日

Ｆ Ａ Ｘ 番 号

役 職 名 ・ 氏 名
電 話 番 号

（ フ リ ガ ナ ）

受　任　者 所 在 地

商 号 ま た は 名 称

（ フ リ ガ ナ ）

印

印

印



（様式22号）

…

…

本社所在地

商号または名称

代表者職氏名

商号・代表者（受任者）の役職名が
入った印鑑又は個人印を押印

使　用　印　鑑　届

申　請　者

社印

　次の印鑑は、本社代表者または受任者が入札及び見積への参加、契約の締結並びに代金の

請求及び受領等のために使用しますので、お届けします。

使用印鑑

〒

令和　　　年　　　月　　　日

社印(角印)は、使用印とと
もに全ての提出書類に使
用する場合のみ押印

法人の場合 商号・代表者（受任者）の役職名が
入った印鑑を押印
委任状を提出する場合は受任者の
印と一致すること

個人の場合

使用印

印



（様式23号）

測量調査設計業務実績情報サービス（TECRIS）における会社コード 公共建築設計者情報システム（PUBDIS）における会社コード
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記載要領

1

2

3

4

業　　態　　調　　書　（測量・建設コンサルタント等）

（８桁）

構
造

（８桁）

登録部門及び希望業務の確認
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測 量 建 築 関 係 建 設 コ ン サ ル タ ン ト 業 務 土 木 関 係 建 設 コ ン サ ル タ ン ト 業 務
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「測量業務」における「測量一般」、「地図の調整」及び「航空測量」を希望する方は、測量法第55条の登録がなければ希望することはできません。

「建築関係建設コンサルタント業務」における「建築一般」を希望する方は、建築士法第23条の登録がなければ希望することはできません。

「補償関係コンサルタント業務」における「不動産鑑定」を希望する方は、不動産の鑑定評価に関する法律第22条による登録がなければ希望することはできません。

工事監理（建築）、工事監理（電気）及び工事監理（機械）については、自社の設計した事案以外の工事監理業務についても希望する場合、記載してください。
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（様式24号）

（登録業種区分）

元請又は 業務履行場所の 請負代金の額

下請の別 ある都道府県名 （千円）

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

記載要領

1

2

3

4
5 「請負代金の額」は、消費税込みの金額を記載すること。

本表は、登録を受けた業種の各別又はその他の営業の種類の各別に作成すること。

本表は、直前２年間の主な完成業務及び直前２年間に着手した主な未完成業務について記載すること。

下請については、「注文者」の欄には元請業者名を記載し、「件名」の欄には下請件名を記載すること。

「測量等対象の規模等」の欄には、例えば測量の面積・精度等、設計の階数・構造・延べ面積等を記載すること。

測　量　等　実　績　調　書

測 量 等 対 象 の 規 模 等注 文 者
着 工 年 月

完成(予定)年月
件 名



（様式25号）

最 終 学 歴 専 攻 名 称

年 月 日 年 月

年 月 日 年 月

年 月 日 年 月

年 月 日 年 月

年 月 日 年 月

年 月 日 年 月

年 月 日 年 月

年 月 日 年 月

年 月 日 年 月

年 月 日 年 月

年 月 日 年 月

年 月 日 年 月

年 月 日 年 月

年 月 日 年 月

年 月 日 年 月

年 月 日 年 月

年 月 日 年 月

年 月 日 年 月

年 月 日 年 月

年 月 日 年 月

記載要領

1

2

3

4

（例：○○建築士、○○土木施工管理技士）

「実務経歴」の欄には、最近のものから記載し、純粋に測量、建設コンサルタント等業務に従事した職種及び地位を記載すること。

本表は、土木、建築若しくは設備又は職種の各別に作成すること。

また、「氏名」の記載は、営業所（本店又は支店若しくは常時契約する事務所）ごとにまとめて行い、その直前に、（　）書きで当該営業所名を記載すること。

｢学校の種類」の欄には、大学、高等専門学校等の別を記載すること。

｢法令による免許等」の欄には、業務に関し法律又は命令による免許又は技術若しくは技能の認定を受けたものを記載すること。

技　　術　　者　　経　　歴　　書

（種類）

氏 名
学 歴 法 令 等 に よ る 免 許 等

実 務 経 歴 実務経験年数
取 得 年 月 日



（様式26号）・・・市内業者のみ

（該当する□欄に、レ印を入れてください。）
①

【特別徴収指定番号 】

②

③

④ 当事業所は、特別徴収義務のない事業所です。

令和 年 月 日

十和田市長　　様

〒
本社所在地

商号または名称
代表者職氏名

　　　　　電話番号

　するものであり、所得税の源泉徴収義務がない事業所である場合等をいいます。

ア．十和田市に住所
　を有する従業員数

イ．ア欄の従業員の具体的な雇用形態

　上記のとおり、相違ありません。

※特別徴収義務のない事業所とは、常時2人以下の家事使用人のみに対し給与等の支払いを

（申請者）

個人住民税特別徴収実施確認（誓約）書

当事業所は、現在十和田市の特別徴収義務者として、個人住民税の特別徴収を実施して
います。

当事業所は、十和田市の特別徴収は実施していません。
ただし、令和４年度から特別徴収を実施することを誓約します。

当事業所は、従業員を通年雇用していないため、特別徴収を実施することはできません。

ア．十和田市に住所
　を有する従業員数

イ．ア欄のうち、季節
　及び日々雇用等従業員数

ウ．イ欄の従業員の具体的な
　雇用形態

印

人人

人



（様式27号）

1

（１）

2

〒

㊞

（２）

（３）

誓　約　書

私は、競争入札参加資格申請をするにあたり、下記の事項について誓約します。

また、確認のため、十和田警察署又は青森県警察本部に照会することについて承諾

なお、照会で確認された情報は、今後、私が市と行う他の契約等における身分確認

します。

自己、自社、若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を

加える目的をもって、暴力団(暴力団員による不当な行為の防止等に関する

等をしている者

に利用することに同意します。

記

のいずれにも該当する者ではありません。

法律第2条第2号に規定する暴力団をいう。以下同じ。)又は暴力団員の利用

関し金品その他財産上の利益の供与（以下「金品等の供与」という。）を

（４）

支店若しくは常時契約を締結する事務所を代表する者をいう。以下同じ。）が、次

自己又は自社の役員等（個人である場合はその者を、法人である場合には役員又は

暴力団の威力を利用する目的で、若しくは暴力団の威力を利用したことに

暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律

第77号）第2条第6号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。)に該当する者

し、又は暴力団の活動若しくは運営を支援する目的で相当の対価を得ない

金品等の供与をしている者

正当な理由がある場合を除き、暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営

代 表 者 職 氏 名

商号または名称

本 社 所 在 地

ていません。

に資することとなることを知りながら金品等の供与をしている者

暴力団と交際している者（５）

暴力団員が出資、融資、取引その他の関係を通じて事業活動に支配的な影響力を有し

十和田市長　　様

令和　　年　　月　　日

代表者生年月日  　 Ｔ・Ｓ・Ｈ　　　年　　月　　日

代 表 者 性 別 男　・　女



　　業種区分 登録有効期間

建設工事 令和４年　４月　１日から
令和５年　３月３１日まで（１年間）

　　　※工事は毎年申請が必要ですのでご注意ください。

測量・建設コンサル等 令和４年　４月　１日から
令和５年　３月３１日まで（１年間）

物品等 令和４年　４月　１日から
令和５年　３月３１日まで（１年間）

業者名

（上記へ名称又は商号を記入してください）

〒０３４－８６１５
青森県十和田市西十二番町６番１号
十和田市　総務部　管財課　契約係

<TEL>  0176-51-6714
<FAX>  0176-25-2049

　注意

　　　　裏面に印刷したものを同封してください。

（1）申請時に持参してください。
（2）郵送により申請する場合は、受領書（Ａ４）と返信用封筒（８４円切手貼付）もしくは受領書（ハガキ）を葉書

受　　　領　　　書

　下記の一般競争（指名競争）参加資格審査申請書を受領しました。

　申請書を審査した結果、競争参加資格があると認定された場合は、令和４年４月１日付けで「工事業者格付
表」及び「物品・建設コンサルタント等業者名簿」に登載となり、それぞれ当市ホームページで公表します。

<ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ>  https：//www.city.towada.lg.jp/

受付印

様



を受領しました。

業種区分 登録有効期間

令和４年４月1日から
令和５年３月31日まで

　　　※工事は毎年申請が必要ですのでご注意ください。

令和４年４月1日から
令和５年３月31日まで

令和４年４月1日から
令和５年３月31日まで

受付印

〒０３４－８６１５
青森県十和田市西十二番町６番１号
十和田市　総務部　管財課　契約係
TEL　0176－51－6714
FAX　0176－25－2049

受領書

　下記の一般競争（指名競争）参加資格審査申請書

建設工事

測量・建設ｺﾝｻﾙ等

物品等


